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F T I R は、“Four i e r  T r ans fo rm In f r a red  
Spectroscopy” の頭文字で、フーリエ変換赤外分
光法と呼ばれる赤外線分析装置の一種である。IR の
機器分析は、古くから燃焼により発生した生成ガス
分子の赤外線吸収を利用して、生成ガス成分を定性
分析および定量分析するための測定に使われてきた。
火災時にものが燃えると炎が燃え上がったり、煙
が出たりする。煙については、避難・救助の観点
から視認性の問題として、燃焼生成物に含まれる
一酸化炭素のような有害ガス成分は、いわゆる煙にま
かれる状況に陥るように、避難行動に直接的な影響を与える。FTIR は、それら有害性ガスの研究
のために設置した分析装置である。ISO 国際規格提案の２種類のドキュメント（ISO19702-2006、
ISO/DIS21489）を基準として、材料を燃焼試験装置を用いて燃焼させ、発生した燃焼生成ガスを
採取し、FTIR 分析装置で連続的に定性・定量分析を行う分析システムである。

● FTIR 分析装置を用いた分析システムの仕様
□ サンプリング部分（ガス採取口のプローブからFTIR 分析装置に吸引させるライン）
サンプリングシステムは、「ガス採取口プローブ」、 「フィルター」、「サンプリングチューブ」、 「加温
装置（１８０℃～）」、「温度コントロール」、 「圧力計」、 「ポンプ」等から構成される。採取した燃焼
生成ガスの温度を高温に維持した状態で FTIR 分析装置へ吸引できるように、ガス採取口プロー
ブのフィルターは高耐熱性である。サンプリングチューブ等も PTFE などの耐熱性・耐ガス性に
優れた材質とし、サンプルライン全体は１８０℃の高温に維持することにより、高温・高湿ガス
および水溶性ガス (HCL等）の測定が充分可能なサンプリングシステムとなっている。

□ FTIR ガス分析装置
FTIR 分析装置は、ISO が推奨する分解能「０ .５～４cmー１」以上の性能
を有し、燃焼生成ガスのガス温度を高温（１８０℃～ ) に維持した（冷却
による変化を生じさせない）まま混合多成分ガスの定性定量の連続測定
（１０スペクトラ /秒の高速スキャン）が可能である。
□ 装置の仕様
・検出器：ZnSe・ペルチェ素子冷却式MCT
・計測波数域：５００～４５００cmー１
・分解能：３.８６cmー１
・連続スキャン：１０スペクトラ /秒
・プローブ：１８０℃加熱機構、加熱対応フィルター組込型
・サンプルライン：３m、加熱温度１８０～２００℃
・測定可能な分析ガスの種類：CO、CO2、NO、NO2、N2O、SO2、
HC L、HF、NH 3、C 2H 6、C 3H 8、C 6H 1 4、HCHO、C 6H 5OH、
CH2CHCHO、H2O、HCN、HBr の２０成分の測定が低濃度 (ppm)
から高濃度（％）までの範囲で可能である。

実験棟のご案内

ＦＴＩＲ分析装置
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（文 /技術者・棚池裕）

「火災安全科学研究拠点」
共同利用・共同研究 平成２３年度採択結果
平成２３年度は公募・選定の結果、７件（新規５件、継続３件）
の研究課題を採択しました。

◆ 平成２３年度採択結果
○ 新規
1. 電線ケーブル火災時の燃焼特性の相対比較評価
ー申請代表者：成実 清幸（社団法人電線総合技術センター）

2. 自由空間および区画内での立体的可燃物の燃焼性状に関
する実験的研究
ー申請代表者：原田 和典（京都大学大学院工学研究科）

3. 木板の遮熱効果に関する研究
ー申請代表者：安井 昇（早稲田大学）

4. 建物火災における泡消火剤による消火活動の作業環境衛
生評価
ー申請代表者：上江洲 一也（北九州市立大学国際環境工学部）

5. 煙の視覚的異変感知に関する実験的研究
ー申請代表者：佐野 友紀（早稲田大学人間科学学術院）

○ 継続
6. 施設の火災防護に関する安全対策の研究
ー申請代表者：正木 嘉一（株式会社東芝 原子力プラント設計部）

7. 火炎及び煙存在下でテラヘルツ帯電磁波を用いたイメー
ジング及び危険ガス検知の研究
ー申請代表者：相原 公久
（ＮＴＴマイクロシステムインテグレーション研究所）

詳しくはWebで！

火災安全科学研究拠点 |

キーワード：火災安全科学研究拠点

http://gcoe.moritalab.com/

検 索

【 主催 】 東京理科大学 グローバルＣＯＥプログラム
 東京理科大学 近代科学資料館

企画展「火災の科学 ー江戸の火災から高層ビル火災までー」
江戸時代から大きな社会問題であった火災という現象を科学的に分析し、
防災に役立てる「火災科学」の研究の分野で、本学は１９６２年の工学部発足以降、
国内外でその中核的役割を果たしてきました。
この度火災に対する理解を深め、防災に対する意識を高める機会となるよう企画展を開催します。
火災鑑定の貴重な資料、防火材料や鉄骨柱などの火災実験後の実物を展示します。
ぜひご来館ください。

● 日時 2011 年５月１８日（水）～８月８日（月）

● 開館時間 １０：００～１６：００
● 休館日 日曜・月曜・祝日 ※８月７日（日）、８日（月）は、オープンキャンパスのため開館。
 

● 場所 東京理科大学 近代資料館
 東京都新宿区神楽坂１－３
 ＴＥＬ：03-5228-8224
 ＦＡＸ：03-5228-8116

http://www.tus.ac.jp/info/setubi/museum

F T I R 分析装置
分解能：３.８６cm－１
連続スキャン：１０スペクトラ/秒

東日本大震災特集号
このたびの「東日本大震災」におきましてお亡くなりになられた
方々のご冥福をお祈り申しあげますとともに、被災された皆さま、
そのご家族の方々に心よりお見舞い申しあげます。皆さまの安全
と、一日も早い復旧復興を心からお祈り申しあげます。
本拠点では、火災科学の分野から社会の安全・安心を目指す教育
研究拠点として、今後一層社会的貢献に努めていく所存です。

掲載日：平成２３年３月１１日

科学新聞に記事が掲載されました
科学新聞社発行の「科学新聞」平成２３年３月１１日版に、本拠点の記事が掲載さ

れました。
“２１世紀ＣＯＥの実績をもとに 東アジアで拠点作りを実践へ” と題し、菅原進一拠

点リーダーへのインタビューを始め、本拠点での研究内容について、詳しく特集して
いただきました。

● 「科学新聞」とは―
科学・技術の進歩に伴う社会
発展を目指した専門誌
科学新聞は科学・技術の進歩に寄
与し豊かな社会発展に貢献する唯
一の専門紙です。科学・技術者等
に、常に進歩する科学の方向を示
し、科学・技術の進歩に深い関係
と関心を持つ人々に最新情報を提
供しています。

（科学新聞社ＨＰより）



●東日本大震災火災被害調査報告

２０１０年 4月開設

アジア初！
火災科学に特化した大学院

東京理科大学グローバルＣＯＥとしては、こ
れらの調査結果を今後の復興計画に反映させて
いきたいと考えている。

① 津波が海岸近くの家屋を破壊し、船や自動
車等とともに陸地奥に押し流す

② それらが建っている建物を破壊し一緒に陸
地奥に流れる

③ 流速が弱くなると建物が流されなくなり、
そこに流されて来た船、自動車、建物や家
具等の残骸がぶつかって堆積する

④ 建っている建物の周囲は薪を積み上げたよ
うな状態になる

⑤ 出火危険は至る所にある
・ 港湾部にある燃料タンクの転倒・破損・
油流出
・ 流されて来た船や自動車の燃料、プロパン
ガスボンベ等
・ 塩水で電気系統がショートする可能性

⑥ 一度出火すると、大量の建物残骸等を媒介
にたして次々に隣接建物に延焼する

⑦ 建物残骸の山に阻まれて消防隊は近づけず
大火に発展する

調査日：３月２９日（火）～３０日（水）
調査者：辻本誠、小林恭一、水野雅之、西田幸夫
エリア：宮城県仙台市宮城野区周辺
東北地方太平洋沖地震による津波の圧倒的
な破壊力を前にして、火災科学を研究する立
場から何ができるのか検討した結果、東京理
科大学グローバルＣＯＥとして現地調査チー
ムを立ち上げ、他大学等とも協力しながら、
岩手県から宮城県に至る太平洋沿岸地域およ
び茨城県大洗町周辺を網羅的に踏査し、津波
に伴う火災（津波火災）と地震による火災の
調査を行った。
津波火災が発生し、広い範囲に延焼拡大した
のは、北から岩手県山田町、大槌町、宮城県気仙
沼市、南三陸町、名取市などであり、広いところ
では１０ｈａ以上燃えている。複数の津波被災
地区と津波火災の被災地区の状況を調査した結
果、津波により火災が発生するメカニズムは以下
のようなものであると推定できる。

動車後部が中央分離帯に乗り上げた状態の車が
残っていた。そこから南下すると我々の見た範
囲ではしばらくは浸水被害が確認されなかっ
た。海岸線の向きや土地の高さ等の若干の差で
浸水範囲が決まっていたのではないかと思う。
そして、那珂湊漁港に面するおさかな市場の周
辺地区、大洗町役場、大洗アウトレットリゾー
ト、大洗マリーナを含む大洗岬から大洗海浜公
園までの地区が、今回の調査範囲で特に浸水が
被害がひどかった。我々が調査した限りでは、

調査日：３月２３日（水）
調査者：水野雅之、西田幸夫ほか
エリア：茨城県東茨城郡大洗町周辺
この調査は、１１日（金）の地震発生後、
１４日（月）のＴＵＳ地震調査本部立ち上げ、
２２日（火）の第２回会合を経て、急遽翌日
の２３日（水）に実施することが決定された
初の現地調査である。甚大な被害を受けた東
北地方への現地調査は、とにかく早く行くこ
とを主張する意見もあったが、被災者感情へ
の配慮や交通機関の復旧等を考慮して待つこ
ととなった。また、関東で発生した火災の調
査については、消防機関も被災地への応援な
どで混乱の最中であり、協力を得るのは難し
いと考え見送られ、まず近県の津波被害の概
要を把握することとした。調査範囲は、北側
を日立港と決めて大洗町まで海岸線の道路を
南下するコースをとり、途中、車から降り被
害状況を見て回った。
日立港辺りで住宅での浸水被害（見た範囲
では道路から１ｍ程度）を確認し、道路にも自

南三陸町志津川新井田の現場（図１）は新井
田川を海岸から直線距離で4kmほど緩やかに遡
上した標高約２０ｍの地点にあった。川筋を漂
流したガレキや自動車が、新井田川が東に大き
く曲がるあたりで気仙沼線の盛り土にせき止め
られて滞留し、漂着物のなかの何か（自動車か）
が火源となって出火した。消火活動が不可能な
なか、延焼範囲はおよそ２ｈａにおよんだ。

亘理町吉田須賀畑の現場（図２）は海岸から
６００ｍほどの標高５ｍの平坦な場所で、社寺
を有する伝統的な集落内にあった。現場にはこ
の家のものか否か（漂着物か否か）、出火原因
か否か、いずれも不明であるが、自動車の焼け
残りが残されていた。焼失範囲は０ .２ｈａ（３
戸）と小規模であった。これは各住宅の敷地面
積が広く、建坪率が低かったためと推察される。
津波火災の発生を抑制するためには、建材の
難燃化を進めると同時に、ガレキの発生や漂流
を抑える手だてが必要と考えられる。

調査日：４月８日（金）～１０日（日）
調査者：小林恭一、松山賢、田中傑、萩原一郎
エリア：宮城県南三陸町・亘理町周辺
東日本大震災による地震動および津波が破壊
した地域では、火災が実際に発生した場所と、
火災発生には至らなかったもののその危険性が
存在していた場所とが生じた。本グローバルＣ
ＯＥは現地を踏査し、それら火災の発生要因と
その予防策の検討をするための情報収集をおこ
なった。
今回の調査では「地震によって発生した火災」、
いわゆる「地震火災」のなかでも、津波によっ
て運ばれたガレキや自動車などを原因とする
「津波火災」の危険性が浮き彫りとなった。津
波火災は過去にも昭和三陸地震（１９３３）の
際の岩手県釜石町（現、釜石市）や北海道南西
沖地震（１９９３）の際の北海道奥尻島などで
記録されているが、その研究は必ずしも充分で
はなかったと思われる。以下、宮城県で発生し
た２つの事例を紹介する。

る上で阪神･淡路大
震災時の神戸市に
おける火災被害と
の比較は一定の意
味があろう。今回
の地震について、
図２の震度地域別
の倒壊率をみると
震度６強地域では、
半壊棟数の半数を全壊棟数に加えた数でも人口１０万人当り６７棟であ
り、左記の神戸市の値とは２桁ほど建物被害数のオーダーが小さい。また、
震度５強以下ではほとんど建物被害は出ていない。しかし、震度と建物
被害との相関は一応得られている。一方、図３の震度地域別の出火率では、
震度と出火率の大きさの相関が見られない。また、震度６強地域での出
火率は人口１０万人当り０ .４とかなり低く、むしろ震度６弱地域で出火
率が人口１０万人当り１.１と最も大きく現れた。阪神･淡路大震災時の神
戸市での出火件数は１７５件であり、人口１０万人当りにすると約１１.５
件の火災件数となる。今回の地震では、出火率が最も大きく出た震度６
弱地域でも１.１であり、オーダー的には１桁小さいレベルである。ただし、
建物倒壊棟数に対する火災件数の比という面から見れば、今回の地震で
震度６弱地域を例にとれば、阪神･淡路大震災時の神戸市全体での値に比
べ７倍の出火率となる。このことが、建物被害が少ないのに出火件数が
多いという印象を与えている。
今度の地震による火災被害を概観すると、各地で記録された震度の大

きさに対して、建物被害も火災件数も阪神･淡路大震災のケースに比べ
ればかなり少なく、決して大きくはなかったと言える。しかしながら、
今回の地震から学ぶべき点は、地震火災というものが全壊棟数などの建
物被害との直接的な因果関係で発生するものではなく、仮に建物が倒壊
しなくても火気器具やその上の可燃物の転倒、落下など建物内収納物へ
の地震動の影響、あるいは電気配線やガス配管などのライフライン系統
への地震動によるダメージ、さらには通電再開後の火災などによって出
火に至っている場合があるということであろう。その意味で、今後は「建
物倒壊が出火につながる」という世間の誤解を避けるうえでも、従来の
｢倒壊率－出火率｣に基づく出火予測式に代わる地震時の出火メカニズム
考察に基づく新たな出火予測式の構築が必要であると思われる。

東日本大震災における地震火災の全体像について
火災科学研究センター・教授　関澤 愛

３月１１日に発生した東日本大震災は、津波による広域かつ大規模
な被害をはじめ、原子力発電所事故、家屋倒壊などにより死者･行方不
明者だけでも３万人に達するかという甚大な被害をもたらしている。
他方、このような津波や原発の被害の凄まじさとの相対的比較では目
立たないかも知れないが、火災の面でも今回の地震はきわめて大規模
かつ広範囲の被害をもたらしている。
図１は、総務省消防庁発表による「東北地方太平洋沖地震」報（３月
２１日時点）に基づいて作成した東日本大震災での地震火災の発生状
況である。この図で、青い丸は海岸に面した被災市町村で発生した火
災を表しており、その多くは何らかの形で津波の影響を受けているも

のと判断して津波に起因する火
災として区別したものである。
一方、赤い丸は津波の影響を受
けることのない地域にある市町
村で発生した火災であり、従来
にも見られたタイプの地震火災
を示している。ここでは、この
従来型火災１５７件を対象にし
て、この地震における地震動の
強さと倒壊率や出火率の関係に
ついて述べる。
阪神･淡路大震災のときには神
戸市全体での全壊棟数は約６万
７千棟であり、人口１０万人当
りにすると約４４００棟（当時
の神戸市の人口は１５２万人）
の全壊棟数があった。当時の神
戸市は震度７地域を多く含むこ
とから、震度６強以下がほとん
どである今回の被災地域との比
較においては、その点の考慮を
必要としつつも、東日本大震災
の火災被害のスケールを概観す

図１：南三陸町志津川新井田地区における津波火災の現場

地震の揺れと津波で被害を受けた那珂湊漁港

町役場前の道路をはさんだ建物に残る浸水痕（道路面から高さ約１.６ｍ）

図２：亘理町吉田須賀畑における津波火災の現場

周りに可燃物が堆積した住宅（仙台市宮城野区）

図１：東日本大震災による火災の発生状況

図２：震度別地域の倒壊率 図３：震度別地域の出火率

火災科学・安全の分野に係わる職種（建築、消防、損害保険）
の社会人、防火技術者や消防官等を志す一般学生や留学生
を対象に教育・研究を行っています。

東京理科大学 工学事務課 工学部第二部事務室
TEL：０３－５２２８－８３８６（直）
http://www.tus.ac.jp/grad/kasai.html

国際火災科学研究科（火災科学専攻 /修士課程）

福島第一
原子力発電所

仙台市
南三陸町

大洗町

東日本大震災では、津波による甚大な被害が注目されていますが、
各地で発生した火災についても、十分な調査と分析が必要です。
本拠点ではこの認識のもと、「ＴＵＳ東北地方太平洋沖地震調査本
部」（略称：ＴＵＳ地震調査本部）を設置することとしました。

地震火災の情報を下記のアドレスにて公開中です。
調査報告についての詳細も掲載しておりますので、ご覧ください。

http://gcoe.moritalab.com/gcoe/fireinfo/contents/main.html
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「ＴＵＳ東北地方太平洋沖地震調査本部」の設置

３月２１日までの火災
総発生件数　303件
※消防庁対策本部発表
　東北地方太平洋沖地震報による

津波型火災（146件）
従来型火災（157件）
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文 /火災科学研究センター・教授　小林 恭一

文 /火災科学研究センター・ＰＤ研究員　田中 傑

文 /火災科学研究センター・講師　水野 雅之
プロジェクト研究員　西田 幸夫

 

出入り口扉の一部ガラスの破損被害は見られた
が、家屋が流されるに至る被害はなかった。ま
た、消防庁の発表ではこの地区で火災は報告さ
れていない。東北地方の太平洋沿岸地区では、
車が押し流されたり、多数の家屋が損壊すると
共に、これらのものが集積し火災が発生した
ケースが多数報道されている。こうしたことか
ら津波型火災は、津波が一定以上の運動エネル
ギーを伴って様々なものを破壊し押し流したり
することをきっかけとして発生するものだろう
と想像される。

 

 

調査したエリア

■ 東京理科大学 平成２３年度事業計画が決定
国際火災科学研究科火災科学専攻 
博士後期課程 設置の検討
火災科学の実務型専門技術者が、高度な研究能力を備え
ること、さらに実務的火災安全技術を展開できる高度な
専門職能を有する人材の養成を目的として、国際火災科
学研究科に「火災科学専攻博士後期課程」を平成２４年
４月に設置する検討を進めます。
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